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愛知県健康福祉部 
保健医療局健康対策課

国民への情報提供を充実させ、がん医療の質の向上等を図り、がん対策を科学的知見に基づき実施

全国がん登録について 

Ⅰ がん登録等の推進に関する法律（以下、法という）の 概要 
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□地域がん登録（現行）と全国がん登録の相違 

 

地域がん登録（現行） ⇒ 全国がん登録

健康増進法及び同法に基づく都道府県が定める要綱
等

→ がん登録等の推進に関する法律

健康増進法（第１６条） がん登録等の推進に関する法律（第８条）

　国及び地方公共団体は、国民の健康の増進の総合
的な推進を図るための基礎資料として、国民の生活習
慣とがん、循環器病その他の政令で定める生活習慣病
（以下単に「生活習慣病」という。）との相関関係を明ら
かにするため、生活習慣病の発生の状況の把握に努
めなければならない。

　都道府県知事は、当該都道府県の区域内の病院等
から届出がされた届出対象情報について審査及び整
理を行い、その結果得られた第五条第一項の規定によ
り全国がん登録データベースに記録されるべき登録情
報を厚生労働大臣に提出しなければならない。

任意の取組（自治事務） → 法律に基づく業務（法定受託事務）

病院及び診療所はがん患者の罹患情報を県に提出
（任意の協力）

→

全病院にがん罹患情報の届出を義務化、及び知事に
より届出することの指定を受けた診療所（指定を受ける
かどうかは任意）は、がん患者の罹患情報を都道府県
に提出

都道府県知事 → 厚生労働大臣

都道府県ごとに別々に登録 → 国が一元登録

研究班が開発した国がん管理の標準ＤＢＳ利用を推奨 → 全国がん登録システム

登録拒否権、削除請求権、開示請求権は都道府県が
個人情報保護条例等に基づいて対応

→ 登録拒否権、削除請求権、開示請求権は認めない

届出項目
各県が設定（多くは全国地域がん登録協議会が推奨す
る標準項目（２５項目）を採用

→ 法令で規定（２６項目）

届出期限 各県が設定 → 法令で規定（診断日の属する年の翌年末）

無届であることへの
措置

なし → 違反勧告、施設名公表

医療機関への情報
提供に対する報酬
等

ＤＰＣ病院の地域医療係数 → 未定

医療機関からの
届出の時期

任意（拠点病院は院内がん登録全国集計と合わせるこ
とを推奨）

→ 診断日の属する年の翌年末

医療機関からの
届出方法

都道府県が設定
（本県は紙又は電子データを郵送又はオンライン提出）

→
紙又は電子データを郵送又はオンライン提出（電子的
提出推奨）

届出先 都道府県が設定 → 医療機関の所在地の都道府県

　・当該医療機関の初回の診断時

　・政令で定めるがんの定義

国立がん研究センターが一定の水準を満たした都道府
県の分の匿名化情報を集約して推計値として算定し公
表

→ 全情報を国が把握、管理して公表

登録情報の医療機
関への還元

なし →
届出患者の生死情報を得ることができる（法第20条）
⇒生存率の算定

→
国：法に基づいて厚生科学審議会がん登録部会での
意見聴取を経て実施

→
県：法に基づいて各県の審議会等での意見聴取を経て
実施

都道府県が設定（研究班の推奨あり） →

公表
（全国データの集計等）

データ
利用

登録情報の利用・
外部への提供

各県の個人情報保護条例に基づいて実施
（本人同意等）

登録情報の管理者

情報の登録単位

登録データベースシステム

患者の自己情報に関する請
求権

罹患
情報

届出対象範囲

実施の根拠

根拠法令 →

県による届出受付

医療機関が行う届出の位置
付け
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□概要 

■法の施行日 
・平成 28 年 1 月 1 日施行（同日診断分より適用） 

■現行（地域がん登録）との大きな違い 
・届出の義務化（病院、指定を受けた診療所） 
・診療所は申請に基づいて指定されたところのみが届出可能 
・届出業務従事者が届出対象情報を漏らした場合の罰則 
・医療機関等への情報提供（予後情報等） 
・届出期限の設定 
・届出対象の変更点：①患者の住所に関わりなく病院等の所在地の県がん登録室へ（法第 6 条） 

②がんの種類（政令にて規定） 
 
「がん登録等の推進に関する法律」法律第１１１号（平２５・１２・１３） 
第１章 総則（第１条－第４条） 

第１条（目的） 
第２条（定義） 
第３条（基本理念） 
第４条（関係者相互の連携及び協力） 

第２章 全国がん登録 
第１節 全国がん登録データベースの整備 
第５条 全国がん登録データベースの整備 

第２節 情報の収集、記録及び保存等 
第６条（病院等による届出） 
第７条（届出の勧告等） 
第８条（都道府県知事による審査等及び提出） 
第９条（厚生労働大臣による審査等及び記録） 
第１０条（厚生労働大臣による審査等のための調査） 
第１１条（死亡者情報票の作成及び提出） 
第１２条（死亡者情報票との照合及びその結果の記録） 
第１３条（死亡者情報票との照合のための調査） 
第１４条（死亡者新規がん情報に関する通知） 
第１５条（全国がん登録データベースにおける全国がん登録情報の保存及び匿名化） 
第１６条（協力の要請） 

  
第３節 情報の利用及び提供 
第１７条（厚生労働大臣による利用等） 
第１８条（都道府県知事による利用等） 
第１９条（市町村等への提供） 
第２０条（病院等への提供） 



4 
 

第２１条（その他の提供） 
第２２条（都道府県がんデータベース） 

第４節 権限及び事務の委任 
第２３条（厚生労働大臣の権限及び事務の委任） 
第２４条（都道府県知事の権限及び事務の委任） 

第５節 情報の保護等 
第２５条（国等による全国がん登録情報等の適切な管理等） 
第２６条（国等による全国がん登録情報等の利用及び提供等の制限） 
第２７条（国等による全国がん登録情報等の保有等の制限） 
第２８条（全国がん登録情報等の取扱いの事務に従事する国の職員等の秘密保持義務） 
第２９条（全国がん登録情報等の取扱いの事務に従事する国の職員等のその他の義務） 
第３０条（受領者等による全国がん登録情報の適切な管理等） 
第３１条（受領者等による全国がん登録情報の利用及び提供等の制限） 
第３２条（受領者による全国がん登録情報の保有等の制限） 
第３３条（受領者等に係る全国がん登録情報の取扱いの事務等に従事する者等の秘密保持義務） 
第３４条（受領者等に係る全国がん登録情報の取扱いの事務等に従事する者等のその他の義務） 
第３５条（開示等の制限） 
第３６条（報告の徴収） 
第３７条（助言） 
第３８条（勧告及び命令） 

第６節 雑則 
第３９条（都道府県等の支弁） 
第４０条（費用の補助等） 
第４１条（手数料） 
第４２条（施行の状況の公表等） 
第４３条（厚生労働省令への委任） 

第３章 院内がん登録等の推進 
第４４条（院内がん登録の推進） 
第４５条（がん診療情報の収集等のための体制整備） 

第４章 がん登録等の情報の活用 
第４６条（国及び地方公共団体による活用） 
第４７条（病院及び診療所による活用） 
第４８条（研究者による活用） 

第５章 雑則 
第４９条（人材の育成） 
第５０条（意見の聴取） 
第５１条（事務の区分） 

第六６章 罰則   
第５２条～第６０条（罰則） 
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【法、法施行令（政令）及び法施行規則（厚生労働省令）抜粋】 
（目的） 
法第１条 この法律は、がんが国民の疾病による死亡の最大の原因となっている等がんが国民の生命及び

健康にとって重大な問題となっている現状に鑑み、がん対策基本法（平成１８年法律第９８号）の趣旨に

のっとり、がん医療の質の向上等（がん医療及びがん検診（以下「がん医療等」という。）の質の向上並

びにがんの予防の推進をいう。以下同じ。）、国民に対するがん、がん医療等及びがんの予防についての情

報提供の充実その他のがん対策を科学的知見に基づき実施するため、全国がん登録の実施並びにこれに係

る情報の利用及び提供、保護等について定めるとともに、院内がん登録等の推進に関する事項を定め、あ

わせて、がん登録等により得られた情報の活用について定めることにより、がんの罹患、診療、転帰等の

状況の把握及び分析その他のがんに係る調査研究を推進し、もってがん対策の一層の充実に資することを

目的とする。 
 
 
（定義） 
法第２条 この法律において「がん」とは、悪性新生物その他の政令で定める疾病をいう。 
（２～１０項 略） 

政令第１条（がんの範囲） 
 法第２条第１項の政令で定める疾病は、次に掲げる疾病とする。 

①悪性新生物及び上皮内がん 
②髄膜又は脳、脊髄、脳神経その他の中枢神経系に発生した腫瘍（前号に該当するものを除く。） 
③卵巣腫瘍（次に掲げるものに限る。） 

       境界悪性漿液性乳頭状のう胞腫瘍、 境界悪性漿液性のう胞腺腫、 
       境界悪性漿液性表在性乳頭腫瘍、  境界悪性乳頭状のう胞腺腫、 
       境界悪性粘液性乳頭状のう胞腺腫、 境界悪性粘液性のう胞腫瘍、 
       境界悪性明細胞のう胞腫瘍 

④消化管間質腫瘍（①に該当するものを除く。） 
 
 
（基本理念） 
法第３条 全国がん登録については、がん対策全般を科学的知見に基づき実施する上で基礎となるものと

して、広範な情報の収集により、がんの罹患、診療、転帰等の状況ができる限り正確に把握されるもので

なければならない。 
２ 院内がん登録については、これが病院におけるがん医療の分析及び評価等を通じてその質の向上に資

するものであることに鑑み、全国がん登録を通じて必要な情報が確実に得られるよう十分な配慮がなされ

るとともに、その普及及び充実が図られなければならない。 
３ がん対策の充実のためには、全国がん登録の実施のほか、がんの診療の状況を適確に把握することが

必要であることに鑑み、院内がん登録により得られる情報その他のがんの診療に関する詳細な情報（以下

「がん診療情報」という。）の収集が図られなければならない。 
４ 全国がん登録及びがん診療情報の収集により得られた情報については、これらががん患者の診療等を
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通じて得られる貴重な情報であることに鑑み、民間によるものを含めがんに係る調査研究のために十分に

活用されるとともに、その成果ががん患者及びその家族をはじめとする国民に還元されなければならない。 
５ がんの罹患、診療、転帰等に関する情報が特に適正な取扱いが求められる情報であることに鑑み、 
がん登録及びがん診療情報の収集に係るがんに罹患した者に関する情報は、厳格に保護されなければな 
らない。 
 
 
（関係者相互の連携及び協力） 
法第４条 国、都道府県、市町村、病院及び診療所の開設者及び管理者並びに前条第４項に規定する情報

の提供を受ける研究者は、同条の基本理念の実現を図るため、相互に連携を図りながら協力しなければな

らない。 
 
 
（全国がん登録データベースの整備） 
法第５条 厚生労働大臣は、次節の定めるところにより収集される情報に基づき、原発性のがんごとに、

登録情報（次に掲げる情報及び附属情報をいう。次節において同じ。）並びに第１５条第１項の規定によ

り匿名化を行った情報並びに第２１条第５項及び第６項の規定により記録することとなる情報を記録し、

及び保存するデータベースを整備しなければならない。 
一 当該がんに罹患した者の氏名、性別、生年月日及び住所 
二 当該がんに罹患した者の当該がんの初回の診断に係る住所（厚生労働省令で定める場合にあっては、

厚生労働省令で定める住所）の存する都道府県及び市町村の名称 
三 診断により当該がんの発生が確定した日として厚生労働省令で定める日 
四 当該がんの種類に関し厚生労働省令で定める事項 
五 当該がんの進行度に関し厚生労働省令で定める事項 
六 当該がんの発見の経緯に関し厚生労働省令で定める事項 
七 当該がんの治療の内容に関し厚生労働省令で定める事項 
八 当該がんの診断又は治療を行った病院又は診療所に関し厚生労働省令で定める事項 
九 当該がんに罹患した者の生存確認情報（生存しているか死亡したかの別及び生存を確認した直近の

日として厚生労働省令で定める日（死亡を確認した場合にあっては、その死亡の日及びその死亡の

原因に関し厚生労働省令で定める事項）をいう。以下同じ。） 
十 その他厚生労働省令で定める事項 

２ 前項の「附属情報」とは、次条第１項に規定する病院等から同項の規定による届出（同項の厚生労働

省令で定める期間を経過した後に行われる同項に規定する届出対象情報の届出（その届け出る情報につい

てがんに係る調査研究における有用性が認められないものとして政令で定める届出を除く。）を含む。同

条第２項及び第５項並びに第７条第１項を除き、以下この章において単に「届出」という。）がされた次

条第１項に規定する届出対象情報をいう。 
３ 第１項のデータベースの整備に当たっては、同一人の複数の原発性のがんの把握が容易となるように

するものとする。 
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あると認め

定を受けよ

 
 
 

） 

等」という。）

又は再発の段

間内に、その

いう。）を当

る事項 

で定める事項

死亡の日 

者の同意を得

療に関する学

とができる。

が第１項の規

るときは、そ

うとする診療

）の管理者は

段階で当該病

の診療の過程

当該病院等の

項 

 
 
 

得て、当該都

学識経験者の

 
規定に違反し

その指定を取

療所の開設者

は、原発性の

病院等におけ

程で得られた

の所在地の都

都道府県の区

の団体の協力

したとき又は

取り消すこと

者の申請に

の

け

た

都

区

力

は

と



 

法

療

違

２

か

 

 

法

書

対

も

 

 

（病院）□勧

（届出の勧告

法第７条 都
療、転帰等の

違反に係る届

２ 都道府県

かったときは

●届出義務

病院につ

を行い、

※診療

（病院・指定

（死亡者新規

法第１４条 
書の作成に係

対し、その旨

ものとする。

省令第１

若しくは

の都道府

事及び当

資料の提

断が行わ

２ 法第

 一 死亡

 二 当該

した日

●「遡

・遡り

・都道

・病院

●初回

⇒詳細は

基づく届

勧告・公表に

告等） 
都道府県知事

の状況を把握

届出対象情報

知事は、前項

は、その旨を

務（法第 6 条

ついては、締

期限内に従

療所は対象外

定された診療

規がん情報に

厚生労働大

係る病院又は

旨並びに当該

 

１８条 法第

は死体検案書

府県知事又は

当該都道府県

提出、説明そ

われた病院等

１４条の厚生

診断書の作成

死亡者新規

日及び死亡の

遡り調査」の

り調査は届出

道府県は法第

院等は法第 6
回は 2018 年

は「全国がん

届出）を参照

について 

は、病院の管

握するため特

報の届出をす

項の規定に

を公表するこ

条）違反に対

締切までに届

従わなかった

外 

療所）□遡り

に関する通知

臣は、死亡者

は診療所の所

該病院又は診

第１４条の厚

書の作成に係

は死亡者情報

県知事が法第

その他の協力

等の所在地の

生労働省令で

成に係る病院

がん情報に係

の原因 

の位置付けと

出漏れの指摘

第 14 条の通知

6 条に基づい

年 6 月に実施

登録届出マ

照 

管理者が前条

特に必要があ

するよう勧告

よる勧告を受

ことができる

対する勧告及

届出がない場

た場合には法

調査につい

知） 
者新規がん情

所在地の都道

診療所の名称及

厚生労働省令

係る病院若し

報票に記載さ

第１６条の規

を求めた結果

の都道府県知

で定める事項

院若しくは診

係る死亡者の

と対応（法第

摘と位置付け

知に基づいて

いて届出義務

予定。 

ニュアル 20

8 

条第１項の規

ると認める

告することが

受けた病院の

。 

及び公表 
場合には、都

法第 7 条 2 項

いて 

情報が判明し

道府県知事そ

及び所在地そ

令で定める都

しくは診療所

された死亡の

規定により市

果判明した死

知事とする。

項は、次のと

診療所その他

の氏名、性別

第 6 条、法第

けられ、「遡り

て、病院等に

務を果たす。

016」（第 3 章

規定に違反し

ときは、当該

できる。 
の管理者が、

道府県知事

項の規定によ

したときは、

その他の厚生

その他の厚生

都道府県知事

所その他の施

の時における

市町村、病院

死亡者新規が

 
とおりとする

他の施設の名

別、生年月日

第 14 条） 
り調査票」は

に指摘を行う

 

章：死亡者新

した場合にお

該管理者に対

同項の期限

は、法第 7 条

り病院名を公

その死亡者

生労働省令で

生労働省令で

は、死亡者情

施設の所在地

る当該死亡者

院等の管理者

がん情報に係

る。 
名称及び所在

日及び住所並

は届出票と同

う。 

新規がん情報

おいて、がん

対し、期限を

限内にその勧

条 1 項によ

公表できる。

者情報票に係

で定める都道

で定める事項

情報票に係る

地若しくは医

者の住所地の

者その他の関係

係る当該がん

在地又は医師

並びに当該死

同義である。

報に関する通

んの罹患、診

を定めて当該

勧告に従わな

り届出勧告

。 

係る死亡診断

道府県知事に

項を通知する

る死亡診断書

医師の住所地

の都道府県知

係者に対し、

んの初回の診

師の住所地 
死亡者の死亡

 

通知に

診

該

な

断

に

る

書

地

知

、

診

亡



 

 

法

の

提

 

 

法

査

生

附

な

 

 

 

（共通）（協

法第１６条 
の規定の施行

提出、説明そ

  

（共通）□情

（病院等への

法第２０条 
査研究のため

生労働省令で

附属情報に限

なければなら

法第１

め、こ

情報を

て、そ

するお

省令第２

（１）法第

第５条

（２）法第

第５条

法第 20
当該病院

府県がん

ができる

●病

・

・

⇒届

 
 
 
 

⇒詳細

力の要請） 
都道府県知

行のため必要

その他の協力

情報提供  
の提供） 
都道府県知

め、当該病院

で定める生存

限る。）の提供

らない。この

１７条 厚生

これに必要な

を自ら利用し

その情報によ

おそれがある

２０条 （都道

第２０条に基

条第１項第９

第２０条に基

条第２項に規

条（要約）

院等の管理者

ん情報（⇒厚

る。 
病院等への都

・申請方法

・生存確認情

届出患者であ

細は今後、国

事及び第１

要があると認

力を求めるこ

事は、当該都

院等の管理者

存確認情報及

供の請求を受

の場合におい

労働大臣は、

な限度で、全

し、又は次に

より識別をす

ると認められ

道府県がん情

基づき病院等

９号に規定す

基づき病院等

規定する附属

 
者は、都道府

厚生労働省令

都道府県がん

（データ利用

情報＋病院か

あっても、他

国が示す「デ

１条第１項の

認めるときは

ことができる

都道府県の区

者から、当該

及び厚生労働

受けたときは

いては、第１

、国のがん対

全国がん登録

に掲げる者に

することがで

れるときは、

情報の提供）

等に提供しな

する生存確認

等に提供しな

属情報は、同

府県知事に提

令で定める生

ん情報の提供

用マニュアル

からの届出情

他の病院等に

データ利用マ

9 

の保健所の長

は、市町村、病

。 

区域内の病院

該病院等から届

働省令で定め

は、全国がん

７条第１項

対策の企画立

録データベー

に提供するこ

きるがんに罹

この限りで

） 
ければなら

認情報とする

ければならな

同項に規定す

提供の請求を

生存確認情報

供について（

ル参照）  
情報に限る 
におけるがん

マニュアル」

長は、この節

病院等の管理

院等における

届出がされた

める当該病院

ん登録データ

ただし書の規

立案又は実施

スを用いて、

とができる。

罹患した者又

ない。 

ない厚生労働

。 
ない厚生労働

る附属情報す

することに

及び附属情報

法第 20 条）

、診断、治療

を参照

節（情報の収

理者その他の

る院内がん登

たがんに係る

院等に係る第

タベースを用

規定を準用す

施に必要なが

、全国がん登

。ただし、当

又は第三者の

働省令で定め

働省令で定め

すべてとする

より、届出し

報に限る）の

 

療等の情報は

収集、記録及

の関係者に対

登録その他が

る都道府県が

第５条第２項

用いて、その

する。 

がんに係る調

登録情報又は

当該利用又は

の権利利益を

める生存確認

める当該病院

る。 

したがんに係

の提供を受け

は含まない。

及び保存等）

対し、資料の

がんに係る調

がん情報（厚

項に規定する

の提供を行わ

調査研究のた

は特定匿名化

は提供によっ

を不当に侵害

認情報は、法

院等に係る法

係る都道 
けること 

。 

 
の

調

厚

る

わ

た

化

っ

害

法

法



 

 

 

 
 

法

７

出

 

法

六

 

 

 

 

（共通）□守

（全国がん登

法第２８条

７ 病院等に

出対象情報に

（罰則） 
法第５５条 
六月以下の懲

・刑法 134 条

刑法第 1
1.医師

正当な

6 月以

デ

守秘義務及び

登録情報等の

（第１～６項

おいて届出

に関するがん

第２８条第

懲役又は五十

条、保健師助

134 条 
師、薬剤師、医

な理由がない

以下の懲役又

データ利用に

び罰則につい

の取扱いの事

項 略） 
に関する業務

んの罹患等の

７項の規定

十万円以下の

助産師看護師

医薬品販売業

いのに、その

又は 10 万円以

ついて（厚生

いて 
事務に従事す

務に従事する

の秘密を漏ら

に違反して届

の罰金に処す

師法、個人情

業者、助産師

の業務上取り

以下の罰金に

生労働省 第

10 

する国の職員

る者又は従事

してはなら

届出対象情報

する。 

情報保護法に

師、弁護士、

扱ったこと

に処する。

第 6 回がん登

等の秘密保持

事していた者

ない。 

報に関するが

によらず、が

弁護人、公証

について知

登録部会資料

持義務） 

者は、その業

がんの罹患等

がん登録推進

証人又はこれ

知り得た人の

料(H27.7.10)

業務に関して

等の秘密を漏

進法の罰則が

れらの職にあ

秘密を漏ら

)より引用） 

 

て知り得た届

漏らした者は

科せられる。

あった者が、

したときは、

届

は、

。 

、



 

法

７

出

 
 

法

割

め

２

措

３

そ

 

 
 
 

法

第

て

及

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（共通）（全

法第２９条

７ 病院等に

出対象情報を

（病院）（院

法第４４条 
割を担う病院

めるものとす

２ 国は、前

措置を講ずる

３ 都道府県

その他の措置

●院内がん

・医療機関

センター

（共通）（病

法第４７条 
第２０条の規

てがん及びが

及び評価等を

全国がん登録情

（第１～６項

おいて届出

をみだりに他

内がん登録の

専門的なが

院の開設者及

する。 
前項の院内が

るものとする

は、第一項

置を講ずるよ

ん登録導入の

関は届出義務

ーが提供する

院及び診療所

がん医療の提

規定により提

がん医療につ

を通じたその

情報等の取扱

項 略） 
に関する業務

他人に知らせ

の推進） 
ん医療の提供

及び管理者は

ん登録の実施

る。 
の院内がん登

よう努めるも

の要否につい

務化＋電子化

る情報管理ソ

所による活用

提供を行う病

提供を受けた

ついて適切な

の質の向上に

扱いの事務に

務に従事する

せ、又は不当

供を行う病院

は、厚生労働大

施に必要な体

登録の実施に

ものとする。

いて 
化推奨に際し

ソフトの導入

用） 
病院及び診療

た情報、前条

な情報の提供

に努めるもの

11 

に従事する国

る者又は従事

当な目的に使

院その他の地

大臣が定め

体制の整備を

に必要な体制

 

して、院内が

入等（HOSCA

療所の管理者

条第２項の情報

供を行うよう

のとする。 

国の職員等の

事していた者

用してはな

地域における

る指針に即し

を推進するた

制の整備を推

ん登録実施、

ANR－LITE

者は、当該病

報等を活用

努めるとと

のその他の義

者は、その業

らない。 

るがん医療の

して院内がん

ため、必要な

推進するため

、全国がん登

E 等）を検討

病院及び診療

して、がん患

もに、その提

義務） 

業務に関して

の確保につい

ん登録を実施

な財政上の措

め、必要な財

登録の為の国

討。 

療所に係るが

患者及びその

提供するがん

て知り得た届

いて重要な役

施するよう努

措置その他の

財政上の措置

国立がん 

ん診療情報、

の家族に対し

ん医療の分析

届

役

努

の

置

、

し

析



 

Ⅱ

 
平

1

2

3

4

5

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ（診療所対

平成 27 年 7
1. 診療所か

指定を

診療所

出する

27 年
2. 指定につい

指定は

指定し

3. 指定期間に

指定期

行われ

4. 指定日と届

指定を

原発性

5. 指定を受け

都道府

大臣は

都道府

当該調

・申請書

提

・平成 28
 ＊申請受

対象）診療所

7 月 16 日 

らの指定申請

を受けようと

所に関する事

ることとする

年の締切日ま

いて 
は各年１月１

した場合には

について 
期間の制限は

れるまでは、

届出義務の発

を受けた診療

性のがんに係

けていない診

府県知事は、

は、死亡者新

府県知事に通

調査の対象と

書、辞退申出

提出及び問合

愛知県健

〒４６０

ＴＥＬ 

8 年 1 月診断

受付開始につ

所指定につい

事務連絡 

請について 
とする診療所

事項を記載し

る。例として

でに所在地の

１日付けでま

は、毎年 1 月

はないものと

当該指定の

発生する対象

療所における

係る情報とす

診療所からの

指定を受け

新規がん情報

通知すること

としないこと

出書は県ホー

合せ先 

健康福祉部保

０－８５０１

０５２－９

断以降届出の

ついては愛知

いて    

厚生労働省健

所の開設者は

した申請書（

て、平成 28 年
の都道府県に

まとめて行う

月 1 日付けで

とし、指定を受

の効果は継続

象の関係につ

る届出対象は

する。 
の届出の取扱

けていない診

報が判明した

ととされてい

ととする。⇒

ームページよ

保健医療局健

  名古屋

５４－６３

のための指定

知県医師会及

12 

     

健康局がん対

は、届出を開始

（県の指定様

年に指定を受

に申請書を提

こととし、

で指定した旨

受けた診療所

続するものと

ついて 
は、指定日以後

扱いについて

診療所からの

た場合には、

いるところ、

⇒指定を受け

りダウンロ

健康対策課が

屋市中区三の

２６ 
定は、平成 27
及び県ホーム

     

対策・健康増

始しようとす

式）を当該診

受け、届出を

提出する。

年途中には指

旨を通知する

所の辞退又は

する。 

後に当該診療

て 
届出は受理

当該情報に係

指定を受け

ていない診療

ードし、必要

ん対策グルー

丸３－１－

年 10 月下旬

ページにて周

     

増進課 

する年の前年

診療所の所在

を開始しよう

指定を行わな

る。 

は都道府県知

療所において

しないことと

係る調査のた

ていない診

療所へは遡り

要事項を記入

ープ 
２  

旬～11 月に申

周知予定。（

     

年の締切日ま

在地の都道府

うとする診療

ない。 

知事による指

て初回の診断

とする。また

ため法第 14
診療所からの

り調査の対象

入し、県に提

申請を受け付

（10 月中旬頃

     

までに、当該

府県知事に提

療所は、平成

指定の取消が

断が行われた

た、厚生労働

条に基づき

患者情報は、

象外。 

提出する。

付ける予定。

頃） 

   

該

提

成

が

た

働

き

、
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Ⅲ．（共通）届出対象・届出方法等について  

詳細は 10 月 1 日付けで国から病院へ配布された「全国がん登録届出マニュアル 2016」参照。        
当マニュアル及び本資料で使用したスライドは県ホームページからダウンロード可能とする予定。       

 
１．届出の必要な病院等 
   すべての病院（法第 6 条第 1 項）…病院等のうち、病院には例外なく届出義務がある。 
   指定された診療所（法第 6 条第 2 項）…開設者の申請により知事が指定。 
 
２．届出対象  
（１）届出の必要な疾病 
    原発性の悪性新生物その他政令で定める疾病 
      
    ①悪性新生物及び上皮内がん 
    ②髄膜又は脳、脊髄、脳神経その他の中枢神経系に発生した腫瘍 
    ③卵巣腫瘍（次に掲げるものに限る。） 
       境界悪性漿液性乳頭状のう胞腫瘍、境界悪性漿液性のう胞腺腫、 
       境界悪性漿液性表在性乳頭腫瘍、 境界悪性乳頭状のう胞腺腫、 
       境界悪性粘液性乳頭状のう胞腺腫、境界悪性粘液性のう胞腫瘍、 
       境界悪性明細胞のう胞腫瘍 
    ④消化管間質腫瘍 
 
 
（２）届出の必要な患者  

当該病院等における初回の診断が行われた患者 
また、当該病院等において、ある患者について、過去に届出をした原発性のがんとは異なる原発

性のがん（多重がん）を初めて診断及び／又は治療等の診療行為を行った場合は届出が必要。 
 

初回とは  
・当該病院等において、当該がんに関しての初めての、診断及び／又は治療等の診療行為のこと。 
・入院・外来を問わず、自施設において当該腫瘍について、初診し、診断及び／又は治療等の 
対象となった腫瘍が届出の対象。 

 
診断とは  
・当該病院等が、当該患者の疾病を「がん」と診断及び／又は治療等の診療行為を行っている 
ことで、必ずしも病理的な確定診断を要しない。 

・画像診断、血液診断、尿検査、肉眼的診断、及び臨床診断を含む。 
・転移又は再発の段階で当該病院等における初回の診断が行われた場合を含む。この場合、 

転移又は再発に関する情報ではなく、原発性のがんに関する情報を届け出る。 
 



 

 
３

 
４

 

 

 

 
５

当

が

多重が

同じ

する。

又は同

 
（参考）

当該

断及び

 
３．届出情報

届出対象

回の診療行

４．届出の期

当該がん

     

     

     

５．届出の時

院内がん登

当該がんの診

その他の場

が終了したと

（例）

病院

がん

その

上記

がんとは 
じ患者に、2
多重がんに

同じ部位に 2

届出が不要

該病院等が過

び／又は治療

 
報の作成時期

象の患者につ

行為が終了し

期間  
んの診断年の

    

     

     

時期 
登録を行って

診断年の翌年

場合、当該病

とき、届出情

 
院等の別  

ん診療連携拠

の他の院内が

記以外   

つ以上の独

には、異なる

2 つ以上の異

要な患者 
過去に届出を

療等の診療行

 
期 
ついて当該病

したときに作

の翌年 12 月末

（例）診断日

2016 年  1
2016 年 12
2017 年 1

ている病院等

年 9 月末まで

病院等が当該

情報を作成し

     

拠点病院  

がん登録実施

     

立した届出対

部位(臓器・

異なる組織形

 
をした原発性

行為を行った

病院等が、当該

作成。 

末まで 
日     

1 月 10 日→

2 月 28 日→

1 月 5 日→

等で、院内が

での届出にご

該がんに関し

し、随時届け

     

     

施病院等  
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対象の原発性

器官）にそれ

形態のがんが

性のがんから

た場合、改め

該がんに関

    届

2017 年 12
→2017 年 12
→2018 年 12

ん登録情報の

ご協力くださ

て計画した一

け出てくださ

    20
    20
    20
    随

性のがんが発

れぞれ独立し

独立して存在

転移又は再発

て届け出る必

して計画した

出期限 
月 31 日 

月 31 日 
月 31 日 

の一部を全国

い。 
一連の診断及

い。 

016 年診断症

017 年 8 月末

017 年 9 月末

随時 

発生した場合

した原発性の

在する場合が

発したがんに

必要はない。

た一連の診断

国がん登録に

及び／又は治

症例の推奨届

末日まで 
末日まで 

合を多重がん

のがんが存在

がある。 

に対して、同

。 

断及び／又は

にまとめて届

治療等の初回

届出時期 

んと定義 
在する場合、

同病院等で診

は治療等の初

届け出る場合

回の診療行為

診

初

 

合、

為



 

６

 

 
７

 

 

６．届出提出

     

７．届出情報

①csv ファ

②指定の届

※届出

サイ

   『

    

    

     
※原則

こと

番が

て「

 

出先  
愛知県

 ※患者住

報の提出形式

イル（病院

届出書式（p
出情報の作成

イト』を利用

全国がん登録

・院内がん登

・電子届出票

・届出申出書

則として①又

とも可。OCR
が付してあり

「届出申出書

↓

県（がんセン

住所地に関わ

式  
院等が登録し

df ファイル

成においては

用すること。

録届出支援サ

登録情報から

票（pdf ファ

書（pdf ファ

又は②の方法

R 用紙による

り、増刷、複

書」を作成、印

↓『全国がん

ンター研究所

わらず、当該

ている院内が

） 
は、国立がん

 
サイト』にて

らの届出用 c
ァイル）の作

ァイル）の作

法によるが、

る提出を希望

複写による利

印刷し同封す

ん登録届出支

15 

所内がん情報

該医療機関の

がん登録情報

ん研究センタ

て提供される

csv ファイル

作成機能⇒上

作成 
例外的に所

望する場合は

利用は不可。

する。また提出

支援サイト』

研究室） 
所在地の知事

報から抽出し

ーの Web ペ

る機能 
ルの暗号化ツ

上記②を作成

所定の OCR 用

は県に請求す

その際には

出には必ず追

にて作成す

 

【届出

届出の

所在地

必要が

届出申

サイト

事に届出。 

したもの） 

ページ内の『

ツール⇒上記

成 

用紙に手書き

すること。た

「全国がん登

追跡サービス

る届出申出書

出申出書】全

の際に届出情

地及び管理者

がある（省令

申出書は「全

ト」にて作成

『全国がん登

記①を作成 

き記入して提

ただし、OCR
登録届出支援

ス付き郵便を

書 

全国がん登録

情報に加え、

者の氏名も届

令第 11 条）。

全国がん登録

成する。 

登録届出支援

提出する 
R 用紙には連

援サイト」に

を利用する。

録では、 
病院等の

届け出る 
 

録届出支援

 

連

に
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↓『全国がん登録届出支援サイト』にて作成する電子届出票 

 

原発部位・病理診断はプルダウ

ン選択方式（自動コーディン

グ）。診断した腫瘍がそこに 
ない場合には備考欄に記入。 



 

８

 
 

８．届出の方

都道府県

 

   

『あいち電

→④手続き

→⑤検索 
→⑥手続き

現行の「愛

「全国がん

表示される

全国がん登

「全国がん

提出するこ

本県で

により

提出・

①検索サイ

「愛知県 

③「愛知

②

方法  
県ごとにセキ

電子申請・届

き名「がん登

き名に 
愛知県がん登

ん登録届出サ

るので、 
登録情報につ

ん登録届出サ

こと。 

では、『愛知県

り、『全国がん

・受領を予定

イトにて 
電子申請」

県」をクリッ

②「電子申請

をクリッ

キュリティに

   

出システム

登録」と入力 

登録届出サイ

サイト」が 

ついては 
サイト」にて 

県電子申請

ん登録届出支

定。 

と検索 

ック

請はこちら」

ク 

に配慮した方

    

』 

ト」と 

・届出システ

支援サイト』

17 

方法で届出用

④

テム内の「全

』にて作成し

ファイルの提

⑤

全国がん登録

した csv ファ

⑥

提出・受領体

⑤

録届出サイト

ァイル、pdf フ

体制を整備。

 

ト（仮称）」』

ファイルの 
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９．届出項目について（地域がん登録との対比） 
 

 

 

地域がん登録　登録項目

項目番号 項目名 区分 項目番号 項目名 区分

1 医療機関名 1　　病院等の名称

2 カルテ番号　 2　　診療録番号

→新設 3　　カナ氏名

3 漢字姓・名 4　　氏名

4 性別 1 男、2 女 5　　性別 1　男　2　女

5 生年月日 日付 6　　生年月日

6 診断時住所 住所 7　　診断時住所

7 初発・治療開始後 1 初発内容、2 治療開始後・再発 →削除

→新設 11　診断施設 1　自施設診断　2他施設診断

→新設 12　治療施設

1　自施設で初回治療をせず、他施設に紹介又は
その後の経過不明
2　自施設で初回治療を開始
3　他施設で初回治療を開始後に、自施設に受診
して初回治療を継続
4　他施設で初回治療を終了後に、自施設を受診
8　その他

8 初回診断日 日付

9 自施設診断日 日付

10 発見経緯

1 がん検診
2 健診・人間ドック
3 他疾患の経過観察中
4 剖検
9 自覚症状・その他・不明

→内容変更 15　発見経緯

1　がん検診・健康診断・人間ドックでの発見例
3　他疾患の経過観察中の偶然発見
4　剖検発見
8　その他　　9　不明

11 診断名（原発部位名） テキスト*、もしくは、コードによる提出 9　　原発部位 テキスト又はICD-O-3 局在コードによる提出

12 側性 1 右側、2 左側、3 両側、9 不明 →内容変更
（側性なしを新設）

8　　側性
1　右側　2左側　3両側　7側性なし　9不明（原発
側不明を含む）

→内容変更 16　進展度・治療前

400　上皮内
410　限局
420　所属リンパ節転移
430　隣接臓器浸潤
440　遠隔転移
777　該当せず
499　不明

→内容変更 17　進展度・術後病理学的

400　上皮内
410　限局
420　所属リンパ節転移
430　隣接臓器浸潤
440　遠隔転移
660　手術なし又は術前治療後
777　該当せず
499　不明

13 進展度（臨床進行度）

0 上皮内
1 限局
2 所属リンパ節転移
3 隣接臓器浸潤
4 遠隔転移
9 不明

全国がん登録　届出項目（地域がん登録項目を基準に並べ替え）

→変更 14　診断日 自施設診断日又は当該腫瘍初診日
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地域がん登録　登録項目

項目番号 項目名 区分 項目番号 項目名 区分

14 組織診断名 テキスト*、もしくは、ICD-O-3-M コード 10　病理診断 テキスト又はICD-O-3 形態コードによる提出

15 診断根拠

1 原発巣の組織診
2 転移巣の組織診
3 細胞診
4 部位特異的な腫瘍マーカー
5 臨床検査
6 臨床診断

→9　不明を
追加

13　診断根拠

1　原発巣の組織診
2　転移巣の組織診
3　細胞診
4　部位特異的腫瘍マーカー
5　臨床検査
6　臨床診断
9  不明

16 外科的治療の有無 1 有、2 無、9 不明 18　外科的治療の有無
1　自施設で施行
2　自施設で施行なし
9　施行の有無不明

17 体腔鏡的治療の有無 1 有、2 無、9 不明 19　鏡視下治療の有無
1　自施設で施行
2　自施設で施行なし
9　施行の有無不明

18 内視鏡的治療の有無 1 有、2 無、9 不明 20　内視鏡的治療の有無
1　自施設で施行
2　自施設で施行なし
9　施行の有無不明

19外科的・体腔鏡的・内
視鏡的治療の結果

原発巣切除（1 治癒切除、2 非治癒切除、3
治癒度不明）、4 姑息・対症療法・転移巣切
除・試験開腹、9 不詳

→内容変更
21　外科的・鏡視下・内視
鏡的治療の範囲

1　原発巣切除
4　姑息的な観血的治療
6　観血的治療なし
9　不明

20 放射線 1 有、2 無、9 不明 22　放射線療法の有無
1　自施設で施行
2　自施設で施行なし
9　施行の有無不明

21 化学療法 1 有、2 無、9 不明 23　化学療法の有無
1　自施設で施行
2　自施設で施行なし
9　施行の有無不明

22 免疫療法 1 有、2 無、9 不明 →削除

23 内分泌療法 1 有、2 無、9 不明 24　内分泌療法の有無
1　自施設で施行
2　自施設で施行なし
9　施行の有無不明

24 その他 1 有、2 無、9 不明 25　その他の治療の有無
1　自施設で施行
2　自施設で施行なし
9　施行の有無不明

25 死亡日 日付 26　死亡日

* テキストとは、日本語や英語などの文字情報を指す。

全国がん登録　届出項目（地域がん登録項目を基準に並べ替え）
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１０．全国がん登録届出項目一覧 

 

項目番号 項目名 区分

1 病院等の名称

2 診療録番号

3 カナ氏名

4 氏名

5 性別 １ 男　２ 女

6 生年月日

7 診断時住所

8 側性
１  右側　　　　　２  左側　　　　３  両側
７  側性なし　 　９   不明（原発側不明を含む）

9 原発部位 テキスト又はICD-O-3局在コードによる提出

10 病理診断 テキスト又はICD-O-3形態コードによる提出

11 診断施設 １  自施設診断　　　２  他施設診断

１  自施設で初回治療をせず、他施設に紹介又はその後の経過不明

２  自施設で初回治療を開始

３  他施設で初回治療を開始後に、自施設に受診して初回治療を継続

４  他施設で初回治療を終了後に、自施設に受診

８  その他

１  原発巣の組織診

２  転移巣の組織診

３  細胞診

４  部位特異的腫瘍マーカー

５  臨床検査

６  臨床診断

９  不明

14 診断日 自施設診断日又は当該腫瘍初診日

１  がん検診・健康診断・人間ドックでの発見例

３  他疾患の経過観察中の偶然発見

４  剖検発見

８  その他

９  不明

４００　上皮内

４１０　限局

４２０　所属リンパ節転移

４３０　隣接臓器浸潤

４４０　遠隔転移

７７７　該当せず

４９９　不明

進展度・治療前

全国がん登録

12 治療施設

診断根拠

発見経緯

13

15

16
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（以降、スライドは国立がんセンターが提供する「届出マニュアル」解説資料より） 

項目番号 項目名 区分

４００　上皮内

４１０　限局

４２０　所属リンパ節転移

４３０　隣接臓器浸潤

４４０　遠隔転移

６６０　手術なし又は術前治療後

７７７　該当せず

４９９　不明

１　自施設で施行

２　自施設で施行なし

９　施行の有無不明

１　自施設で施行

２　自施設で施行なし

９　施行の有無不明

１　自施設で施行

２　自施設で施行なし

９　施行の有無不明

１　原発巣切除

４　姑息的な観血的治療

６　観血的治療なし

９　不明

１　自施設で施行

２　自施設で施行なし

９　施行の有無不明

１　自施設で施行

２　自施設で施行なし

９　施行の有無不明

１　自施設で施行

２　自施設で施行なし

９　施行の有無不明

１　自施設で施行

２　自施設で施行なし

９　施行の有無不明

26 死亡日

21

22

23

24

25

化学療法の有無　　　　

内分泌療法の有無　　

その他の治療の有無

17

18

19

20

進展度・術後病理学的

外科的治療の有無　　

鏡視下治療の有無　　　

内視鏡的治療の有無　　

外科的・鏡視下・内視鏡的治療
の範囲

放射線治療の有無　　　
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Ⅳ．（共通）医療機関へのお知らせ                                     

■今後のスケジュール【平成 27 年 5 月 担当者研修資料より引用】    
平成 28 年（2016 年）        

1 月 法施行       
     院内がん登録未実施病院・診療所等からの 2016 年症例届出開始  
 7 月 【地域がん】院内がん登録からの 2015 年届出票の提出   
  
 

平成 29 年（2017 年）        
1 月  院内がん登録未実施病院・診療所等からの 2017 年症例届出開始  

 7 月  院内がん登録からの 2016 年届出票の提出      
12 月    院内がん登録未実施病院等からの 2016 年症例届出締切   

  
 

平成 30 年（2018 年）        
1 月  【県】2016 年症例都道府県入力～照合～集約締切    

      院内がん登録未実施病院・診療所等からの 2018 年症例届出開始  
 2～3 月 同一人物確認通知（法第 13 条）、調査開始      

6 月  【県】DCN 症例通知（法第 14 条）、遡り調査開始 
（DCN とは＝死亡票で死因にがんと記載があるが届出票がない者）  

7 月    院内がん登録からの 2017 年届出票の提出      
9 月末 【県】遡り調査の結果に基づく入力～照合～集約締切     

12 月末 2016 年症例データ確定       
      院内がん登録未実施病院・診療所等からの 2017 年症例届出締切  
        
 

平成 31 年（2019 年）        
1 月  【県】2017 年症例都道府県入力～照合～集約締切    

  院内がん登録未実施病院・診療所等からの 2019 年症例届出開始  
 1～3 月【県】2016 年症例データ報告       
         【県】利用・提供開始       
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■全国がん登録に関する情報提供 WEB サイトの案内 
●全国がん登録 WEB サイト 
http://ganjoho.jp/reg_stat/can_reg/national/index.html 
・国立がん研究センターより配布された「全国がん登録届出マニュアル」の pdf 版や 
補助教材等が掲載される。 

 
●愛知県全国がん登録 WEB サイト（「愛知県 全国がん登録」で検索） 
http://www.pref.aichi.jp/0000086507.html 
・本県からのお知らせ 
・本説明会等の資料 
・各種様式（診療所指定申請書等）  などを掲載予定。 

   
■現行の愛知県がん登録事業の継続 
  平成 27 年（2015 年）12 月 31 日診断分までは現行どおり地域がん登録として継続。 
   ・届出票、提出方法等、現行どおり受け付ける。 
 
■県主催研修会の案内 
  登録実務者向けの研修会を開催予定 
  ・平成 28 年 1~3 月（同一内容で 3 回） 
  ・主な内容 

詳細な届出項目の解説（特にがん種として登録することとなった消化管間質腫瘍や一部の卵巣

腫瘍などの解説、など）、届出支援サイトの使い方、登録患者の見つけ出し、など。 


